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1. はじめに
近年、鋼斜張橋の発展は目覚しく、本州四国連絡橋公団による世界最長の支間長を誇る多々羅大橋 (890m)は記憶に新

しく、その支間長は 1000mに達しようとしている。ところで斜張橋の設計において主桁の安定照査法は明確にされてい

ないのが現状である。斜張橋全体系の耐荷力照査を種々の方法で行われている耐荷力計算は、弾塑性有限変位解析法1)

（以下、厳密解法）が最も厳密な評価法と考えられる。しかしながら、計算時間や費用の問題により、計画段階から積極

的に利用する上では、制約が生じる。そのため、より簡単に精度よく斜張橋の耐荷力を評価できる簡易解析法である有

効接線弾性係数法2) (以下、Ef 法)が提案されているが、その有効性について定量的に検討した研究は少ない。ここで

は Ef 法の結果を厳密解法と比較することにより明らかにする。また道路橋示方書3)(以下、道示)による安全性照査法

はその適用支間長を 200m までとしそれを超えるものについては、道示に準じて各公団、自治体が独自の設計基準に基

づいて設計が行われている。そこでこれまでに提案されている、より合理的な安全性照査法について現行照査式と比較

検討した。

2. 耐荷力解析
簡易解析法の一つである Ef 法は、非弾性の影響を柱の基準耐荷力曲線により得られる見かけの弾性係数を用いた固

有値解析から全体系の耐荷力を評価する解析法であり、解析手順は以下の通りである。

1. 初期条件に基づき、微小変位解析により断面力を算出し、幾何剛性行列 KG を作成する。

2. jKE(Efi) + �KG(N )j = 0 から最小固有値 � を求める。

3. 2 で求まった � から座屈荷重 Ncri = �N0
i ，を算出し、有効座屈長 lei = �

p
EfiIi=Ncri，換算細長比 �i =

1=�
p
�y=E lei=ri を求め、基準耐荷力曲線から終局強度 �ui を求める。

4. 座屈応力 �cri と終局強度 �ui を用いて E0

fi = �ui=�criEfi から Ef を算出し、収束するまで繰り返し計算を行う。

一方、厳密解法は、構造物の耐荷力を最も精度良く評価できる解析法である1)。この解析法は、幾何学的非線形性と共

に材料非線形性を考慮した複合非線形問題として定式化し、塑性域においては Prandtl{Reuss のひずみ増分理論と von

Mises の降伏条件を用いている。また数値計算法には、Newton{Raphson法 と組み合わせて求める変位増分法を用いた。

なお、局部座屈の影響は考慮していない。

3. 安全性照査法の提案
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式 (1)は、道路橋示方書 (以下、道示)で定義されている安全性照査式であり、応力度照査式 (1-a)、安定照査式 (1-b)

ともに作用軸圧縮応力度を微小変位解析で求めるため、分母の付加曲げモーメントの影響項により幾何学的非線形性を

考慮している。それに対して、今回提案する応力度照査式 (2-a)、安定照査式 (2-b)においては、有限変位解析の実施を

前提としているため、付加曲げモーメントの影響項を省略している。また、式 (2-c)は、Ef 法の固有値 �が斜張橋全体

系の耐荷力を表わす指標と考え安全率 �(= 1:7) を満足するかによって安定照査する式である。

4. 解析モデル
今回対象とした中央径間 600,1000,1400mのマルチファンタイプ鋼斜張橋である。図 1の中央径間 1000mのモデルを

示す。桁幅は 600m モデルのみ 20m とし、桁高 H を 0.6～ 3.0m と変化させた。その他のモデルでは桁幅を 30m とし
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図{1 1000m モデル
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図{2 Ef 法の精度
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図{3 600m モデル
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図{4 1000m モデル
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図{5 1400m モデル

桁高 H を 2.0～ 5.0m と変化させた。1000,1400mモデルに関しては、中間橋脚をそれぞれ 1，3 基設置している。使用

鋼材は、 600,1000mモデルで SM490Y を用い、1400m モデルのみ SM570 を用いた。荷重は、全モデルで死荷重と活

荷重を満載した。なお活荷重については本州四国連絡橋公団2)により定められる等価 L 荷重を用いて算出した。

5. 解析結果とまとめ
図 2は Ef 法 で得られた座屈固有値 � と厳密解法で得られた終局荷重倍率 � を比較したものである。図中、横軸に

桁高、縦軸に誤差 error = (�� �)=� � 100 をとったものである。図中の実線は、Ef 法の基準耐荷力曲線に JSHB曲線

を用いた時の誤差を、破線は、基準耐荷力曲線に ECCS曲線 を用いた時の誤差を示している。 Ef 法 は、各モデルの

桁高の低い範囲では厳密解法よりも低めの耐荷力評価を、桁高の高い範囲では高めの耐荷力評価をする傾向が明らかに

なった。これは Ef 法 が、耐力に影響する非線形性を Ef により近似した固有値問題としていることによる。しかし超

長大領域の実用的な桁高の範囲においては、誤差は 10%の範囲であり良い一致を見た。また、基準耐荷力曲線に ECCS

曲線 を用いた場合、更なる精度の向上が見られた。

次に最も条件が厳しい塔位置主桁の安全性照査の結果についてまとめたのが図 3～図 5 であり、図中の横軸に各桁高

を、縦軸に照査値を取ったものである。提案式である 式 (2) の許容軸圧縮応力度は、厳密解法と良い一致を見た Ef 法

により算出した値を用いている。全照査結果とも道示の照査式では安定照査式 (1-b)が最も大きな値をとり支配的であっ

た。また提案式においても安定照査式 (2-b)が支配的であった。両式による最大照査値を比較すると全ての結果において

道示の安定照査値よりも提案式の安定照査値が小さな値を示しており、より合理的な設計ができる可能性が示せた。

以上により、Ef 法の終局強度評価は、厳密解法と比較して、実用的な桁高である 3～ 5mにおいて、その誤差は 10%

の範囲であり良い一致が見られ、Ef 法の有効性を明らかにできた。また、今回提案した安全性照査式は現在用いられて

いる道示の照査式よりも合理的であることを示した。
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